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平成 29年度私立学校施設整備費補助金（私立学校教育研究装置等施設整備費（私立高等 

学校等施設高機能化整備費（防災機能強化施設整備事業）））に係る需要調査について 

 このことについて、文部科学省高等教育局私学部私学助成課から別添のとおり照会がありましたの

で、貴法人において当該事業の実施計画がある場合には、下記により関係書類を提出願います。 

記 

１ 今回募集する事業 

私立学校施設整備費補助金（私立学校教育研究装置等施設整備費（私立高等学校等施設高機能化

整備費））交付要綱（平成１３年４月１日文部科学大臣裁定）に定める事業のうち、以下に該当す

る事業であって、平成 29 年４月１日以降に本工事に着手（契約）し、平成 30 年３月 31 日までに

完了するもの。 

＜防災機能強化施設整備事業＞ 

① 耐震補強工事、非構造部材の耐震対策工事 

② 安全管理対策（防犯対策及びアスベスト対策）のための施設工事 

③ 防災機能強化のための屋外防災施設の整備等 

④ 耐震改築工事 

２ 提出書類 

別紙「私立高等学校等施設高機能化整備費補助金」の需要調査回答票 

３ 提出期限 

  平成 29年２月 28日（火）【必着】 

４ 提出方法 

  当課アドレス宛に電子メールにて提出のこと。 

５ 留意事項 

 (１) 事業計画が無い場合、連絡等は不要であること。 

(２) 補助事業の募集に関しては、全体の需要額等を精査した上で、別途文部科学省から連絡があ

ること。 

このため、今回の需要調査への回答をもって補助事業への申請を行ったことにはならず、ま

た、補助事業の募集を今後行った場合に補助の内定を保証するものではないとされていること。 

(３) 補助事業の要件等に関しては、平成 28年 11月 28日付 28私助第 21号「平成 28年度私立学

校施設整備費補助金（ 私立学校教育研究装置等施設整備費（ 私立高等学校等施設高機能化整

備費（ 防災機能強化施設整備事業）））に係る事業募集について（依頼）」に添付した計画調書

作成要領を参照のこと。 
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